
事業番号 - - -

（ ）

(目) 委員等旅費 3

現状・課題
（5行程度以内）

(目) 職員旅費 12

翌年度へ繰越し（D) - - - -

10,172

-

補助率等

事業概要
（5行程度以内）

未払賃金立替払事業は、企業が倒産したために賃金が支払われないまま退職した労働者に対して、その未払賃金の８割を政府が事業主に代わって立替払するものである。立替
払の対象となる賃金は定期賃金、退職手当である。
本事業は、労働保険特別会計労災勘定の社会復帰促進等事業として実施しており、立替払に必要な額を「未払賃金立替払事業費補助金」として独立行政法人労働者健康安全機
構に交付している。労働者健康安全機構は、事業主より得た回収金と同補助金と併せ、立替払の原資として実施している。

実施方法 直接実施、補助

予算額・
執行額

（単位:百万円）
（インプット）

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

執行額(G) 10,262 3,025 5,545

計(F)
=（A)+（B)+（C)+（D)+（E)

10,630 22,188 22,082 11,411 -

予備費等（E) - - - -

予算の
状況

前年度から繰越し（C)

当初予算（A) 7,921 22,188 22,082 11,411 -

- - -

独立行政法人労働者健康安全機構が実施する未払賃金立替払について、当該経費の一部を補助【補助率100％】

昭和51年度
事業終了
（予定）年度 終了予定なし 担当課室

- -

補正予算（B) 2,709 - -

-

-

2023 厚労 22 0509

厚生労働省

政策 施策大目標３　労働災害に被災した労働者等に対し必要な保険給付を行うとともに、その社会復
帰の促進等を図ること

事業の目的
（5行程度以内）

企業倒産に伴い賃金が支払われないまま退職を余儀なくされた労働者について、その未払賃金の一部を事業主に代わって立替払することにより、労働者とその家族の生活の安
定を図る。

監督課 竹野　佑喜

会計区分 労働保険特別会計労災勘定

根拠法令
（具体的な
条項も記載）

賃金の支払の確保等に関する法律第７条
労働者災害補償保険法第29条第１項第３号
独立行政法人労働者健康安全機構法第12条第１項第６号

関係する
計画、通知等

-

事業名 未払賃金立替払事務実施費 担当部局庁 労働基準局 作成責任者

事業開始年度

施策 施策目標Ⅲ－３－２　被災労働者等の社会復帰促進・援護等を図ること

政策体系・評価書URL

主要経費 雇用労災対策費

令和5年度行政事業レビューシート

https://www.mhlw.go.jp/wp/seisaku/hyouka/dl/r04_jizenbunseki/III-3-2.pdf

(目)

事業概要URL
https://www.johas.go.jp/Portals/0/data0/kinrosyashien/pdf/tatekaebaraiseido_annnai_R402.pdf

(項)

令和5・6年度
予算内訳

（単位：百万円）

歳出予算項・目 令和5年度当初予算

計（A) 11,411

25%

30

執行率（％）
=(G)/(F)

97% 14% 25%

社会復帰促進等事業費

当初予算＋補正予算に対する執行額
の割合（％）
=(G)/｛(A)+(B)｝

97%

主な増減理由（・要望額・予備費）

14%

令和6年度要求

(目)

(目)

1,098

　

　

　

(目)

96

-

未払賃金立替払事業費
補助金

諸謝金

労働保険業務庁費

庁費

その他

-

新型コロナウイルス感染症による経済活動の停滞に伴い、中小・小規模事業者等を取り巻く環境は引き続き厳しい状況にあることに加え、円安等による原材料、輸送コスト等の高
騰により、今後、事業継続が困難となる企業から賃金が未払のまま退職を余儀なくされる労働者が増えることも想定される中、セーフティネットとして本事業の確実・迅速な実施が
より一層求められる。

令和6年度要求

-

-

-
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チェック

アクティビティ①についてアウトカムが複数設定できない理由

経済動向等に左右されるものであり、あらかじめ長期目標を立てることは困難なため。

-- -

成果実績

14,203

労働者とその家族の生活の安定を図る国のセーフティネットとして機能するためには、請求書の受付日から支払日までの期間をできるだけ短くすることがセーフ
ティネットとしての機能確保に繋がるため。

-

73.5％

アウトカム設定について
の説明

令和3年度 令和4年度
5年度

活動見込
6年度

活動見込

23,992

73

5 年度

不備事案を除き、請求書の受付日から
支払日までの期間を「平均20日以内」と
する。

請求書の受付日から支払日
までの期間

達成度

単位 令和2年度

72

目標最終年度

↓

活動内容①
（アクティビティ）

労働者とその家族の生活の安定を図る
国のセーフティネットとして機能する。

未払賃金立替払支給者数
（経済動向等に左右されるものであるた
め、あらかじめ見込みを立てることは困
難）

活動実績 人 23,684

活動目標及び活動実績
①

（アウトプット）
当初見込み -

- -

-

活動目標 活動指標

-

企業倒産に伴い賃金が支払われないまま退職を余儀なくされた労働者について、その未払賃金の一部を事業主に代わって立替払する。

成果目標及び成果実績
①-3

（長期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度

アクティビティから長期アウトカムについて６つ以上記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

（独）労働者健康安全機構調べ

成果目標①-1の
設定理由
（アウトプット

からのつながり）↓

20

-

アクティビティ①について定性的なアウトカムを設定している理由

-

日 14.4 14.6 14.7

目標値 日 20 20 20

達成度

令和２年度:１２８％

令和３年度：１２７％

令和４年度：１２６．５％



-

目標年度における効果測定に関する評価（令和6年度実施)

点検結果
不備事案を除き、請求書の受付日から支払日までの期間については、成果目標を達成して
いるため、事業は適正に実施されている。

-

-

外部有識者の所見

0529

2021 厚労

上記への対応状況

上記への対応状況

過去に受けた指摘事項
と対応状況

0455

令和2年度 厚生労働省 0457

0514

令和4年度 2022 厚労 21

未払賃金の立替払業務の着実な実施のため、引き続き立替払の迅速化及び代位取得した賃金債権の適切な管理及び求償に取り組む。令和６年度概算要求にお
いては、執行額等を踏まえた上で要求額を検討する。

関連する過去のレビューシートの事業番号

20

令和元年度

平成28年度 438

平成29年度 444

令和3年度

平成27年度

厚生労働省

行政事業レビュー推進チームの所見に至る過程及び所見

平成24年度 822

平成25年度 417

公開プロセス・秋の年次公開検証（秋のレビュー）における取りまとめ

その他の指摘事項

（選択してください）

（選択してください）

440

平成30年度 0444

平成23年度 977

事業に関連する
ＫＰＩが定められて
いる閣議決定等

名称

URL

該当箇所

平成26年度 428

備考

改善の
方向性

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

事業所管部局による点検・改善

-



資金の流れ
（資金の受け取り先が
何を行っているかにつ
いて補足する）
（単位：百万円）

【補助金等交付】

Ａ．（独）労働者健康
安全機構
4,419百万円

Ｂ．東京労働局
150百万円

倒産認定や未払賃金等の確認

に係る調査等

立替払の請求の受理・審査、

立替払の決定・立替払賃金の

送金、事業主に対する求償等

厚生労働省

5,545百万円

事業管理、事業者への指導等

Ｃ．（有）正陽印刷
0.5百万円

未払賃金立替払事業における

業務関係法令集の印刷

【随意契約（少額）】

Ｅ．（福）東京コロニートー
コロ青葉ワークセンター

0.1百万円

未払賃金立替払事業における

業務関係法令集の発送

【随意契約（少額）】

Ｆ．（株）内山回漕店
0.1百万円

未払賃金立替払事業における

業務関係資料等及び各種様式

の発送

【随意契約（少額）】

Ｄ．（福）東京コロニー東京
都大田福祉工場
0.2百万円

未払賃金立替払事業における

各種様式の印刷

【随意契約（少額）】

Ｇ．サンテックサービス
（株）

0.1百万円

未払賃金立替払事業における

業務関係資料等及び各種様式

の発送

【随意契約（少額）】



　費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙2】に記載 チェック

計 0.1 計

発送費 業務関係資料等及び各種様式の発送 0.1 - - -

G. H.

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

計 0.1 計 0.1

発送費 業務関係資料等及び各種様式の発送 0.1 発送費 業務関係資料等及び各種様式の発送 0.1

E. F.

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

計 0.5 計 0.2

印刷費 業務関係法令集の印刷 0.5 印刷費 業務関係法令集の印刷 0.2

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

- 庁費 郵送料、消耗品費等

労働保険料 2

C. D.
費目・使途

（「資金の流れ」において
ブロックごとに最大の金
額が支出されている者に
ついて記載する。費目と
使途の双方で実情が分

かるように記載）

A. B.

費　目 使　途

- - -
労働保険業務庁
費

計 4,419 計 150

3

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

立替払金 未払賃金立替払請求者への立替払金 4,419 諸謝金 立替払実地調査員等の謝金 145

- -



支出先上位１０者リスト

A.

B

C

D

E

F

G

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

- - - -

契約方式
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1 - - - -

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙3】に記載 チェック

ﾌﾞﾛｯｸ
名

契　約　先 法　人　番　号 業　務　概　要
契約額
（百万円）

- -

入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 サンテックサービス株式会社 4011401002621
業務関係資料等及び各種様
式の発送

0.1
随意契約（少

額）
-

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等

-

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 株式会社内山回漕店 7010001011328
業務関係資料等及び各種様
式の発送

0.1
随意契約（少

額）
- -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等 入札者数
（応募者数）

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
社会福祉法人東京コロニー
トーコロ青葉ワークセンター

6011205000217
業務関係資料等及び各種様
式の発送

0.1
随意契約（少

額）
- - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等 入札者数
（応募者数）

落札率

- - -1
社会福祉法人東京コロニー
東京都大田福祉工場

6011205000217 各種様式の印刷 0.2
随意契約（少

額）

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等 入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

- -

入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 有限会社正陽印刷 6011602005677 業務関係法令集の印刷 0.5
随意契約（少

額）
-

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等

-

10 茨城労働局 -
倒産認定や未払賃金等の確
認に係る調査等

26 その他 - - -

- -

9 兵庫労働局 -
倒産認定や未払賃金等の確
認に係る調査等

30 その他 - -

- - -

8 千葉労働局 -
倒産認定や未払賃金等の確
認に係る調査等

38 その他 -

7 北海道労働局 -
倒産認定や未払賃金等の確
認に係る調査等

45 その他

-

6 福岡労働局 -
倒産認定や未払賃金等の確
認に係る調査等

49 その他 - - -

- -

5 埼玉労働局 -
倒産認定や未払賃金等の確
認に係る調査等

53 その他 - -

- - -

4 愛知労働局 -
倒産認定や未払賃金等の確
認に係る調査等

68 その他 -

3 神奈川労働局 -
倒産認定や未払賃金等の確
認に係る調査等

95 その他

-

2 大阪労働局 -
倒産認定や未払賃金等の確
認に係る調査等

101 その他 - - -

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 東京労働局 -
倒産認定や未払賃金等の確
認に係る調査等

150 その他 - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
独立行政法人労働者健康安
全機構

7020005008492 立替払の請求の受理・審査、立替払の決定・立替払賃
金の送金、事業主に対する求償等に関する事務 4,419 補助金等交付 - - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等 入札者数
（応募者数）

落札率


